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▌はじめに

　財務内容等の開示が法令等で義務付けられている上場企業の経理・財務部（会
社によっては経営企画、IR 部門等）においては、財務報告（ディスクロージャー、
開示）のスキルを持った人材の確保が必要不可欠ですが、財務報告のルールは複
雑かつ難解であり、それを身に付けるのは容易ではありません。
　財務報告においては、開示府令や証券取引所の上場規程といった法令等の知識
に加え、有価証券報告書等の財務報告書類の構造理解やそこにどのような数字を
入れるかといった「計算スキル」が求められます。そのすべてをカバーしている
のが財務報告実務検定・開示様式理解編ですが、本書は、このうち「計算スキル」
の方を重点的にマスターしていただくとともに、財務報告実務検定・開示様式理
解編の計算問題（総合問題）を解けるようになることを目的に企画されたもので
す。
　本書が最も力を注いだのが、計算のロジック及び構造を解明し、理解していた
だくという点です。各問題ごとに用意された財務報告資料のブランクに入る数字
を考え、解説を読んでいただくことで、「なぜそこにその数字が入るのか」「その
数字の持つ意味は何か」「その数字は財務報告書類の他の部分とどういうつなが
りを持つのか」といったことが立体的に理解できるように作られています。また、
解説や随所に盛り込まれたコラムには、tips が豊富に盛り込まれており、これら
は、日々の実務においても参考になるはずです。
　財務報告実務検定・開示様式理解編を受験される方のみならず、ディスクロー
ジャー実務に関わる多くの方に本書を手に取っていただき、ディスクロージャー
スキル向上にお役立ていただければ、これに勝る喜びはありません。
　最後に、本書の執筆にご尽力いただいた EY新日本有限責任監査法人の皆様、
また、本書の出版の機会を与えていただくとともに編集をご担当いただいたリン
ケージ・パブリッシングの岩村信寿様に感謝の意を表します。

一般社団法人日本 IPO 実務検定協会　財務報告実務検定事務局
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▌執筆にあたって

　本書は、財務報告実務検定・開示様式理解編を受験する方々が多忙な日々の中
で、総合問題への対策を行う際に、習熟度に沿って学習できるように難易度を付
け解説した想定問題集となっています。また、財務報告実務検定・開示様式理解
編の受験対策のみならず財務報告の実務においても、財務報告書類の構造を理解
したい場合に役立つ構成にしています。
　上場企業の経理、財務、IR 担当者やこれらの職種を志す方々にとって、「ディ
スクロージャー」「開示」とも言われる財務報告の知識は欠かせません。また、
昨今の財務報告に関連する法令等の改正や決算早期化の流れの中で、適切な財務
報告を行うためには、計算ロジック及び計算構造の的確な理解が必要不可欠なも
のとなっています。
　そのため、本書においては、財務報告実務検定・開示様式理解編で出題される
総合問題対策のほか、財務報告書類を作成する実務でも役立つ計算ロジック及び
計算構造を理解できる構成になっています。さらに、総合問題やコラムの中に、
財務報告実務担当者が実務において財務報告書類を作るために必要な実践的なノ
ウハウも織り込みました。
　財務報告実務の現場に携わる方々、また財務経理関連の職種を志す方々にとっ
て、本書が財務報告実務検定・開示様式理解編の受験に向けた学習の一助となれ
ば幸いです。
　最後に本書の発刊にあたりお世話になりました日本 IPO 実務検定協会及びリ
ンケージ・パブリッシングの編集担当諸氏に心から御礼申し上げます。

　　2023 年 7 月
執筆者一同
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▌本書の使い方

　本書は、有価証券報告書・四半期報告書（金商法）、事業報告（会社法）、決算短信・
四半期決算短信（適時開示）のすべての財務報告書類をカバーしていますが、こ
れらの書類には共通する部分も多いため、基本的には他の財務報告書類のベース
となっている有価証券報告書を中心に構成しています。それ以外の書類について
は、有価証券報告書と異なる独特の論点を取り上げ、「有価証券報告書との関連性・
違い」を明らかにしています。
　本書の構成は以下のとおりとなっております。

問題の難易度を「易、
普、難」の三段階で
表示しています。

問題には、必ず資料
が付いています。資
料は有価証券報告書
など財務報告書類か
らの抜粋になりま
す。

資料に関する問題で
す。財務報告実務検
定の総合問題におけ
る小問に準じた問題
形式となっていま
す。

  

第 2 問
Ⅰ 有価証券報告書 難易度

★★★
普関係会社の状況

以下の資料に基づいて、提出会社の有価証券報告書の【関係会社の状況】に関
する各小問に答えなさい。なお、解答に当たり端数が生じる場合には、小数点以
下を切り捨てて解答すること。また、百万円未満の金額等、資料から判明しない
事項について考慮する必要はない。

〈資料 1〉関係会社の状況（一部抜粋）
4【関係会社の状況】

名 称 住 所 資本金
（百万円）

主要な事
業の内容

議決権の所有
（又は被所有）
割合（％）

関係内容

（ ）
［ ］

（注）3

静岡県三島市 5,000 産業機械 100 当社が販売する一
部の製品の製造
役員の兼任あり

［ ］
（注）3

アメリカ
カリフォルニ
ア州

3,000
（30百万

US＄）
産業機械 100

［100］

当社が販売する一
部の製品の製造
役員の兼任あり

［ ］
（注）3

長野県諏訪市 3,000 電子部品 100

当社が販売する一
部の製品の製造
役員の兼任あり

［ ］
（注）3，4，5

神奈川県横浜
市 3,454 電子部品

販売 60
なし
役員の兼任あり

［ ］
（注）3

愛知県名古屋
市 2,000 その他 100

不動産の賃貸
役員の兼任あり

（ ）
 

 

 
 

 
 
 
  

 

      

小問1〈資料 2〉に記載の会社のうち、【関係会社の状況】の記載対象外の会社
の No. を合計するといくらになるか答えなさい。なお、重要性の乏しい
会社はないものとする。

No. の合計
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問題に対する解答及
び解説になります。
正解した場合でも、
解説に目を通すよう
にしてください。

  ＞＞＞解答・解説

本問は、有価証券報告書の【関係会社の状況】に記載する会社の範囲や脚注す
べき事項の判定に関する問題である。【関係会社の状況】に記載する事項につい
ては、開示府令第二号様式記載上の注意（28）に規定されている。

小問1
解答： No. の合計
解説： 【関係会社の状況】に記載される会社は以下のとおりである。

したがって、資料上ではG社（No.7）、H社（No.8）及びK社（No.11）
が記載の対象外となるため、No. の合計は 26（＝7＋8＋11）となる。

小問2
解答： 資本金の合計金額 百万円
解説： 特定子会社とは、以下に掲げる特定関係のいずれか一以上に該当する子

会社のことである。
一� 提出会社の最近事業年度に対応する期間において、提出会社に対す
る売上高総額又は仕入高総額が、提出会社の仕入高総額又は売上高総
額の 10％以上である場合
二� 提出会社の最近事業年度の末日（当該事業年度と異なる事業年度を
採用している会社の場合には、当該会社については、当該末日以前に
終了した直近の事業年度の末日）において、純資産額が提出会社の純

�

�

【関係会社の状況】の記載対象

親会社

その他の関係会社

非連結子会社
提出会社

連結子会社 関連会社
持分法適用
持分法非適用

��

�

�

�

�

      

26

16,454

10

〈資料2〉20X2 年 3 月期の提出会社の子会社等に関するデータ

小問1〈資料 2〉に記載の会社のうち、【関係会社の状況】の記載対象外の会社
の No. を合計するといくらになるか答えなさい。なお、重要性の乏しい
会社はないものとする。
　No. の合計

小問2 特定子会社の判定の基準を資本金の額とする場合、〈資料 1〉に記載の会
社のうち、特定子会社に該当する会社の資本金を合計するといくらにな
るか答えなさい。なお、提出会社の 20X2 年 3 月末における資本金の額
は 11,050 百万円である。
　資本金の合計金額　　　　　　　百万円

小問3 主要な損益情報等の記載の判定基準となる金額を答えなさい。なお、提
出会社の 20X2 年 3 月期の連結売上高は 111,453 百万円である。
　判定金額　　　　　　　　　　　百万円超

No. 名称 区 分 売上高（※）（百万円）

1 Z社 持分法非適用会社 120,248

2 B社 連結子会社 1,965

3 C社 連結子会社 1,565

4 D社 連結子会社 1,087

5 E社 連結子会社 11,345

6 F社 連結子会社 606

7 G社 非連結子会社 566

8 H社 非連結子会社 397

9 I社 持分法適用関連会社 1,055

10 J社 持分法適用関連会社 965

11 K社 持分法非適用関連会社 326

（※）連結会社相互間の内部売上高を除いている。
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実 務 に 役 立 つ tips
を随所に盛り込んで
います。

記載と資料データから、連結子会社B社、C社、D社、E社及び F社の
5社について資本金が記載されていることが判明する（（注）3の会社）。
いずれの資本金も 1,105 百万円以上であるため、5社すべてが特定子会
社に該当することになる。したがって、資本金の合計は16,454百万円
（＝ 5,000 百万円＋ 3,000 百万円＋ 3,000 百万円＋ 3,454 百万円＋ 2,000
百万円）となる。なお、特定子会社に該当する関係会社があるときは、
その旨を記載するとされている。

小問3
解答： 判定金額 百万円超
解説： 当連結会計年度における連結売上高に占める連結子会社の売上高（連結

会社相互間の内部売上高を除く）の割合が10％を超える場合、その旨及
び主要な損益状況等を記載することとされている。ただし、以下の場合、
その理由を明記した上で主要な損益状況等の記載を省略できる。
① �当該連結子会社が、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出して

いる場合
② �当連結会計年度におけるセグメント情報の売上高に占める当該連結

子会社の売上高（セグメント間の内部売上高又は振替高を含む）の
割合が 90％を超える場合
したがって、11,145 百万円（＝連結売上高111,453百万円×10％）

を超える売上高の連結子会社について主要な損益情報等の記載が必要と
なる。
本問では、E社の売上高が 11,145 百万円を超えているが、有価証券報

告書を提出しているため、主要な損益情報等の記載は不要である。
なお、〈資料1〉を完成させると、以下のとおりとなる。

11,145

■ Column  主要な経営指標等の推移について ■

【主要な経営指標等の推移】は、連結と個別に関する主要な経営指標等を
一覧表示にしたものであり、一般的に「ハイライト情報」と呼ばれている。
設問では省略しているが、最近 5 連結会計年度の経営指標等を記載すること
とされている。開示に先立ち、最終の（連結）財務諸表の金額が正しく転記
されているかをチェックしよう。
【主要な経営指標等の推移】に記載される経営指標等は下記のとおりであ

る（○が記載項目。連結財務諸表作成会社が前提）。

経営指標等 連結経営
指標等

提出会社
の経営指

標等
チェックポイント

売上高 ○ ○ ・（連結）損益計算書と一致している
か？

経常利益 ○ ○ ・（連結）損益計算書と一致している
か？

親会社株主に帰属
する当期純利益 ○ ○ ・（連結）損益計算書と一致している

か？

包括利益 ○ ̶

・ 連結包括利益計算書と一致してい
るか？

・ マイナス（△）でも「包括利益」
と表示しているか？

 

 

 

  

問題に関連する実務
的・実践的な知識を
平易に解説していま
す。
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本書の使い方
　ディスクロージャー実務に関しある程度の知識・経験を有する方は、まず自力
で問題を解いた後、解答・解説を読むようにしてください。
　一方、あまり知識のない方は、解答・解説を読みながら、資料・問題に当たっ
てください。解答・解説が理解できたら、一度は自力で問題を解くようにしてく
ださい。財務報告書類の作成知識を身に付ける上では、実際に手を動かすことが
極めて有効です。

〈学習の流れ〉

一定の知識・経験を有する方

初学者の方

資料・問題 解答・解説 コラム

解答・解説

資料・問題

コラム
解答・解説を
参照しながら
資料・問題を
理解

自力で再度
資料・問題
に当たる
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Ⅰ  
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書

　以下の資料に基づいて、提出会社の有価証券報告書の【主要な経営指標等の推
移】に関する各小問に答えなさい。なお、百万円未満の金額等、資料から判明し
ない事項について考慮する必要はない。

〈資料 1〉主要な経営指標等の推移（一部抜粋）
1【主要な経営指標等の推移】

（1）連結経営指標等

第 1 問
Ⅰ 有価証券報告書 難易度

★★★
普連結経営成績

回　　次 第49期 第50期

決算年月 20X1年3月 20X2年3月

売上高 （百万円） 109,773 111,453

経常利益 （百万円） 16,457 17,302

親会社株主に帰属する
当期純利益 （百万円） 11,506 11,987

包括利益 （百万円） 10,751 11,600

純資産額 （百万円） 54,130 64,369

総資産額 （百万円） 116,059 134,868

1 株当たり純資産額 （円） 176.40 210.71

1 株当たり当期純利益金額 （円） 38.88 40.51

潜在株式調整後 1 株当たり
当期純利益金額 （円） ― 39.05

自己資本比率 （％） 45.0 （　　a　　）

自己資本利益率 （％） 19.5 （　　b　　）

株価収益率 （倍） 16.03 （　　c　　）

（省略）

従業員数
（外、平均臨時雇用者数） （名） 4,136

（417）
4,180

（421）

（注）1．売上高には、消費税等は含まれておりません。
2．第 49 期の潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

（
省
　
　
略
）
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〈資料 2〉連結貸借対照表（一部抜粋）

〈資料 3〉20X2 年 3 月期有価証券報告書【株価の推移】
【最近 5 年間の事業年度別最高・最低株価】

（単位：百万円）
前連結会計年度

（20X1年3月31日）
当連結会計年度

（20X2年3月31日）
（省略）
純資産の部
　株主資本
　　資本金 11,055 11,055
　　資本剰余金 18,015 18,015
　　利益剰余金 22,236 32,786
　　自己株式 △ 1,817 △ 1,747
　　株主資本合計 49,489 60,109
　その他の包括利益累計額
　　その他有価証券評価差額金 1,605 536
　　繰延ヘッジ損益 △ 11 △ 2
　　為替換算調整勘定 1,408 2,012
　　退職給付に係る調整累計額 △ 294 △ 306
　　その他の包括利益累計額合計 2,708 2,240
　新株予約権 270 260
　非支配株主持分 1,663 1,760
　純資産合計 54,130 64,369
負債純資産合計 116,059 134,868

回次 第46期 第47期 第48期 第49期 第50期

決算年月 20Xー2年
3月

20Xー1年
3月

20X0年
3月

20X1年
3月

20X2年
3月

最高（円） 650 610 700 690 707

最低（円） 580 510 595 570 565

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。SA
M
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〈資料 4〉株価時系列データの一部

小問1〈資料1〉の空欄（　a　）の自己資本比率を答えなさい。なお、解答に
当たり端数が生じる場合には、小数点以下第 2 位を四捨五入し第 1 位ま
で求めること。
　自己資本比率　　　　　　　　　％

小問2〈資料1〉の空欄（　b　）の自己資本利益率を答えなさい。なお、解答
に当たり端数が生じる場合には、小数点以下第 2 位を四捨五入し第 1 位
まで求めること。
　自己資本利益率　　　　　　　　％

小問3〈資料1〉の空欄（　c　）の株価収益率を答えなさい。なお、解答に当
たり端数が生じる場合には、小数点以下第 3 位を四捨五入し第 2 位まで
求めること。
　株価収益率　　　　　　　　　　倍

日　付 始値（円） 高値（円） 安値（円） 終値（円） 出来高

20X2年3月30日 631 691 609 666 2,761,000

20X2年3月31日 660 692 653 673 2,108,000

20X2年4月1日 670 705 655 667 2,463,000
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＞＞＞解答・解説

　本問は、有価証券報告書の【主要な経営指標等の推移】に記載する経営指標の
計算方法を問う問題である。経営指標については、開示府令第二号様式記載上の
注意（25）に計算方法が規定されている。

小問1
解答：　自己資本比率　　　　　　　　％
解説：　自己資本比率は以下の計算式で求めることができる。

　　　　自己資本比率＝　　　　　　　× 100

　　　 　計算に用いる自己資本は、純資産額をそのまま用いるのではなく、純資
産額から新株予約権及び非支配株主持分（連結の場合）を控除した額を利
用することに注意しよう。また、自己資本比率を計算する場合の自己資本
は、期末時点の値を用いるのが適当である。これは、自己資本比率は期末
という一時点（ストック）における割合を示す指標であるためである。

　　　　期末自己資本＝純資産額 64,369 百万円－新株予約権 260 百万円
　　　　　　　　　　－非支配株主持分 1,760 百万円＝ 62,349 百万円

　　　　自己資本比率＝　　　　　　　　　　　　　　× 100

　　　　　　　　　　＝ 46.22…
　　　　　　　　　　＝ 46.2％（解答）

小問2
解答：　自己資本利益率　　　　　　　　％
解説：　自己資本利益率は以下の計算式で求めることができる。

　　　　自己資本利益率＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　× 100

　　　 　計算に用いる自己資本の算定方法は自己資本比率の場合と同様である。
また、自己資本利益率を求める際の自己資本は、期首・期末の平均値を用
いるのが適当であるとされている。これは、自己資本利益率は一会計期間

（フロー）における割合を示す指標であるためである。

46.2

期末自己資本
総資産額

期末自己資本 62,349 百万円
総資産額 134,868 百万円

20.9

親会社株主に帰属する当期純利益
（期首自己資本＋期末自己資本）÷ 2SA
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　以下の資料に基づいて、提出会社の有価証券報告書の【提出会社の状況】にお
ける【株式等の状況】（一部抜粋）に関する各小問に答えなさい。なお、資料か
ら判明しない事項について考慮する必要はない。

〈資料 1〉株式等の状況（一部抜粋）
（6）【所有者別状況】

第 5 問
Ⅰ 有価証券報告書 難易度

★★★
普株式の状況

平成X2年3月31日現在

区分

株式の状況（1単元の株式数100株） 単元未
満株式
の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融
機関

金融商
品取引
業者

その他
の法人

外国法人等
個人
その他 計個人

以外 個人

株主数（人） 1 41 18 132 159 12 9,665 10,028 ―

所有株式数
（単元） 28 60,552 20,643 150,339 38,104 56 （ a ） （ ） （ ）

所有株式数
の割合（％） 0.01 20.13 6.86 49.97 （ ） 0.02 （ ） 100.00 ―

（注）1．  自己株式（ ）株は、「個人その他」欄に（ ）単元、「単元未満株式の状況」欄に22

株含まれております。
 2．上記「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が2単元含まれております。

 

      

20X2年3月31日現在
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（7）【大株主の状況】

（8）【議決権の状況】
　　①【発行済株式】

平成X2年3月31日現在

氏名又は名称 住 所 所有株式数
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割

合（％）

Z（株） 東京都△区△2-2-3 6,021,000 （ ）

○○信託銀行（株） 東京都△区△1-7-3 1,809,100 （ ）

（株）○○銀行 東京都△区△8-1-1 1,517,043 （ ）

○○商事（株） 東京都△区△4-15-1 1,225,028 （ ）

○○物産（株） 大阪市△区△2-3 1,209,933 （ ）

（株）○○製作所 東京都△区△1-3-10 1,107,697 （ ）

○○工業（株） 大阪市△区△4-22 1,002,056 （ ）

（株）○○ホールディン
グス 東京都△区△5-13-11 981,001 （ ）

○○銀行（株） 東京都△区△1-1-3 734,841 （ ）

○○ 三郎 東京都△区 619,690 （ ）

計 ― 16,227,389 （ ）

（注）（省略）

 

 

 

  

 

      

平成X2年3月31日現在

区 分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

（省略）

完全議決権株式（自己株式等）（自己保有株式）
普通株式 （ ）

（
省
略
）

（
省
略
）

完全議決権株式（その他） 普通株式 （ b ）

単元未満株式 普通株式 （ ）

発行済株式総数 （ ）

総株主の議決権 ―

（注）1．  「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株
（議決権2個）含まれております。

 2．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式22株が含まれております。

      

発行済株式数（自
己株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合（％）

20X2年3月31日現在

20X2年3月31日現在
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　　②【自己株式等】

〈資料 2〉信託銀行から入手した 20X2 年 3 月 31 日現在の所有者別統計表の一
部

小問1〈資料 1〉の空欄（　a　）の所有株式数（単元）を答えなさい。
　所有株式数 　　　　　　　　　　　　　単元

小問2〈資料 1〉の空欄（　b　）の完全議決権株式（その他）の株式数を答え
なさい。
　完全議決権株式（その他）　　　　　　　株

小問3 提出会社の総株主の議決権の個数を答えなさい。
　総株主の議決権数 　　　　　　　　　　個

平成X2年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者
の住所

自己名義
所有株式
数（株）

他人名義
所有株式
数（株）

所有株式
数の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合（％）

（自己保有株式）
A社 （省略）

259,300 ― 259,300 0.9

計 259,300 ― 259,300 0.9

  

      

単元株式数：100株

所有者区分 全株主 単元株所有株主 単元未満株
所有株主

株主数
（人） 株式数（株） 株主数（人）

単元株式数
（株）

単元未満株式数
（株）

1．政府・地方公共団体 1 2,800 1 2,800 0

2．金融機関 44 6,055,250 41 6,055,200 50

3．証券会社 23 2,064,564 18 2,064,300 264

4．その他の国内法人 146 15,034,148 132 15,033,900 248

5．外国人

（個人） 13 5,602 12 5,600 2

（法人） 171 3,810,747 159 3,810,400 347

6．個人その他 10,356 2,868,289 9,664 2,852,700 15,589

7．自己名義株式 1 259,322 1 259,300 22

  

      

20X2年3月31日現在
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＞＞＞解答・解説

　本問は、有価証券報告書の【株式等の状況】に記載する内容を問う問題である。
株主資本等変動計算書の注記事項に記載する内容との整合性についても留意する
必要がある。

小問1
解答：　所有株式数　　　　　　　単元
解説：　〈資料 2〉の「単元株所有株主」の欄から数値の集計を行う。なお、（注）

1 から「個人その他」欄には自己株式も含まれていることが判明する。
　（個人その他2,852,700株＋自己名義株式259,300株）÷1単元株式数100株
　＝ 31,120 単元（解答）

小問2
解答：　完全議決権株式（その他）　　　　　　　株
解説：　完全議決権株式（自己株式等）は、〈資料 1〉（8）②【自己株式等】の

記載より 259,300 株と判明する。また、単元未満株式数は、〈資料 2〉の
「単元未満株所有株主」の欄の「単元未満株式数」を合計することにより
16,522 株と判明する。また、小問1（　a　）を埋めることにより、所有
株式数合計が 300,842 単元であることが分かるので、発行済株式総数は
以下の計算式により 30,100,722 株と判明する。

　所有株式数（単元）300,842 単元× 1 単元株式数 100 株
　＋単元未満株式数 16,522 株＝ 30,100,722 株

（資料 2 の全株主欄の株式数を合計して求めてもよい）
　したがって、（　b　）は以下の計算式により求めることができる。

発行済株式総数 30,100,722 株－完全議決権株式（自己株式等）259,300 株
－単元未満株式 16,522 株＝ 29,824,900 株（解答）

小問3
解答：　総株主の議決権数　　　　　　　個
解説：　自己株式と単元未満株式には議決権がないため、これらを除いた単

元株式数が総株主の議決権数となる。つまり、小問2 で求めた株式数
29,824,900 株を単元株式数に置き換えた数が総株主の議決権数となる。
　29,824,900 株÷ 1 単元株式数 100 株＝ 298,249 個（解答）

31,120

29,824,900

298,249SA
M
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　以下の資料に基づいて、経理部長と連結財務諸表作成担当者（以下、担当者）
との会話に関する各小問に答えなさい。なお、百万円未満の金額等、資料から判
明しない事項について考慮する必要はない。

〈資料 1〉連結精算表（一部抜粋）

第 7 問
Ⅰ 有価証券報告書 難易度

★★★
易連結貸借対照表②

（単位：百万円）

勘定科目 単純合算

連結消去仕訳
連結財務

諸表
投資と資
本の相殺

消去

債権と債
務の相殺

消去

取引高
の相殺
消去

未実現
損益の
消去

・・

支払手形 ×××× ××× 6,992

買掛金 ×××× ××× 1,943

短期借入金 ×××× ××× 1,500

1 年内返済予定の長
期借入金 ×××× 300

リース債務 ×××× 40

未払金 ×××× 843

未払費用 ×××× 475

未払法人税等 ×××× 4,221

前受金 ××××  100

預り金 ×××× 60

前受収益 ×××× 854

賞与引当金 ×××× 1,855

製品保証引当金 ×××× 1,266

資産除去債務 ×××× 413

仮受金 ×××× 43

　： ：　　

負債及び純資産合計 134,868SA
M
PL

E
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〈資料 2〉経理部長と担当者の会話
担 当 者：部長、連結精算表の作成が終わりました！

これから公表用の連結財務諸表の作成を行いたいと思います。
経理部長：決算短信の発表まで数日しかない。すぐに公表用の連結財務諸表の作

成に取り掛かってくれたまえ。
担 当 者：……。
経理部長：どうした？
担 当 者：……。

部長、実は公表用の連結財務諸表を作成したことがなく……、何を基
準にして作成すればよいのでしょうか？

経理部長：連結財務諸表の開示に際しては、『連結財務諸表規則・同ガイドライン』
で規定されている。

（中略）

経理部長：連結貸借対照表の流動負債については、連結財務諸表規則第 37 条 1
項に区分表示するものが記載されている。個別の貸借対照表では、「支
払手形」と「買掛金」を区分表示することになっていたが、連結貸借
対照表では「支払手形及び買掛金」として 8,935 百万円と表示する
ことになる。

担 当 者：なるほど、第 37 条では、「支払手形及び買掛金」になっていますね。
また、同条においては、その他に「短期借入金」「リース債務」「未払
法人税等」「契約負債」「引当金」「資産除去債務」「公共施設等運営権
に係る負債」「その他」とありますね。これらの勘定科目は連結貸借
対照表で区分表示することになるのですね。それでは早速作成に。

経理部長：待て待て。
上記の項目は区分表示することになるが、重要性の基準があり（　a　）
百万円以下のものについては「その他」に含めて表示することができ
る。そのため、「リース債務」と「資産除去債務」については区分表
示する必要はない。

担 当 者：開示に係る重要性の基準があるのですね。それでは逆に「その他」の
もので区分表示することになる基準もあるのですか？

経理部長：良い質問だな。
その基準は、同条第 5 項において定められている。そのため、（　b　）
百万円を超えるものがあれば、当該負債を示す名称で区分表示するこ
とになる。
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担 当 者：分かりました！
ちなみに、「製品保証引当金」はどうなるのでしょうか？製品保証引
当金は負債及び純資産の合計額に占める割合が（　c　）％であり区
分表示する必要性がないと思いますが……。

経理部長：引当金については、同条第 4 項において「その金額が少額なもので」
とあり、上記みたいな数値基準は設けられていない。当社は、他の項
目と一緒にして表示することは妥当でないと考えて、継続的に区分表
示している。

（中略）

経理部長：以上で説明が終わるが、何か質問は？
担 当 者：もう大丈夫です。ありがとうございました。それでは早速、公表用連

結財務諸表を作成致します！
経理部長：ここまで説明したのだから、明日の午前 10 時には作成できているだ

ろう。
担 当 者：……。

徹夜で頑張ります……。

小問1〈資料 2〉の空欄（　a　）の金額を答えなさい。なお、解答に当たり端
数が生じる場合には、百万円未満を切り捨てること。
　重要性の基準　　　　　　　　　　　百万円

小問2〈資料 2〉の空欄（　b　）の金額を答えなさい。なお、解答に当たり端
数が生じる場合には、百万円未満を切り捨てること。
　重要性の基準　　　　　　　　　　　百万円

小問3〈資料 2〉の空欄（　c　）の比率を答えなさい。なお、解答に当たり端
数が生じる場合には、小数点以下第 3 位を四捨五入し第 2 位まで求める
こと。
　製品保証引当金の比率　　　　　　　％SA
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　■　Column 連結仕訳集計表について　■

　第 6 問の Column で連結消去仕訳という言葉が登場した。連結消去仕訳
には、資本連結、持分法の仕訳、債権と債務の相殺消去、取引高の相殺消去、
未実現損益の消去がある。いずれも難しそうに感じられるが、仕訳のパター
ンは決まっており定型化できるものである。例えば、以下のように表計算ソ
フトを用いて連結精算表に転記するための連結仕訳集計表を作成するのも一
考である。

〈連結仕訳集計表（例）〉

連結消去
仕訳 勘定科目 親会社 子 A 子 B ・・ 合計 （参考）

前年同期

資
本
連
結

開
始
仕
訳

資本金
資本剰余金
繰越利益剰余金

：
のれん
関係会社株式
非支配株主持分

：

XX,XXX
XX,XXX
XX,XXX
：

XX,XXX
（XX,XXX）
（XX,XXX）

：

XX,XXX
XX,XXX
XX,XXX
：

XX,XXX
（XX,XXX）
（XX,XXX）

：

XX,XXX
XX,XXX
XX,XXX
：

XX,XXX
（XX,XXX）
（XX,XXX）

：

XX,XXX
XX,XXX
XX,XXX
：

XX,XXX
（XX,XXX）
（XX,XXX）

：

XX,XXX
XX,XXX
XX,XXX
：

XX,XXX
（XX,XXX）
（XX,XXX）

：
合計 0 0 0 0 0

の
れ
ん
償
却

のれん償却
のれん

XX,XXX
（XX,XXX）

XX,XXX
（XX,XXX）

XX,XXX
（XX,XXX）

XX,XXX
（XX,XXX）

XX,XXX
（XX,XXX）

合計 0 0 0 0 0

： ： ： ： ： ： ： ：

債
権
と
債
務
の
相
殺
消
去

債
権
債
務
相
殺

買掛金
：
売掛金
：

XX,XXX

（XX,XXX）
（XX,XXX）

XX,XXX

（XX,XXX）
（XX,XXX）

XX,XXX

（XX,XXX）
（XX,XXX）

合計 0 0 0 0 0

引
当
金
調
整

貸倒引当金
貸倒引当金繰入額

XX,XXX
（XX,XXX）

XX,XXX
（XX,XXX）

XX,XXX
（XX,XXX）

XX,XXX
（XX,XXX）

XX,XXX
（XX,XXX）

合計 0 0 0 0 0

税
効
果

法人税等調整額
繰延税金資産

XX,XXX
（XX,XXX）

XX,XXX
（XX,XXX）

XX,XXX
（XX,XXX）

XX,XXX
（XX,XXX）

XX,XXX
（XX,XXX）

合計 0 0 0 0 0

： ： ： ： ： ： ： ：

必要となる連結
消去仕訳を記載

仕訳パターンごとの
合計欄の数値を連結
精算表に転記

借方を正、貸方を負の
値で入力し、合計が「0」
になることを検証

連結消去仕訳の仕訳
パターンを記載

前年同期と比較・分
析することによる誤
仕訳の有無の検証
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Ⅰ  

有
価
証
券
報
告
書

　以下の資料に基づいて、マネージメント・アプローチによるセグメント情報等
に関する各小問に答えなさい。なお、経営者による事業セグメントの識別及び集
約結果は〈資料 1〉のとおりである。なお、以下の資料から判明しない事項につ
いて考慮する必要はない。

〈資料 1〉報告セグメント一覧

第26問
Ⅰ 有価証券報告書 難易度

★★★
普セグメント情報等②

〈資料 2〉単純合算表（一部抜粋）

〈資料 3〉のれん償却管理表（一部抜粋）

 

（単位：円）

P社 S1社 S2社 S3社 S4社

××× ×× ×× ×× ×× ××

減損損失 （※）500 300 ― 200 10

××× ×× ×× ×× ×× ××

（※）測定器関連事業の有形固定資産の減損損失に伴うものである。

 

      

会社名 事業の種類 報告セグメント

P社 産業機械事業 該当（産業機械関連）

P社 測定器事業 該当（測定器関連）

S1社 測定器事業 該当（測定器関連）

S2社 電子部品販売事業 該当（電子部品販売関連）

S3社 不動産賃貸事業 非該当

S4社 ファイナンス事業 非該当
※ P社は連結財務諸表提出会社であり、S1社、S2社、S3社、S4社はいずれもP社の

連結子会社である。

（単位：円）

発生年月日 発生事由 発生金額 償却期間

S1社 20X1年4月1日 買収 700 5 年

S3社 20X2年4月1日 買収 1,000 10 年

S2社 20X3年4月1日 株式追加取得 △ 400 ―SA
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小問1【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】に記載される
①～③の金額を算定し、その合計を答えなさい。

小問2【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却額残高に関する情報】
に記載される④～⑥の金額を算定し、その合計を答えなさい。

小問3【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】に記載される⑦
～⑨の金額を算定し、その合計を答えなさい。

当連結会計年度（自　20X3 年 4 月 1 日　至　20X4 年 3 月 31 日）
（単位：円）

報告セグメント
その他
（注）

全社・消去 合計産業機
械関連

測定器
関連

電子部品
販売関連 計

減損損失 ① ② ③  ―
（注）「その他」の金額は、××事業に係るものであります。

①～③の合計金額　　　　　　　　　　円

当連結会計年度（自　20X3 年 4 月 1 日　至　20X4 年 3 月 31 日）
（単位：円）

報告セグメント
その他
（注）

全社・消去 合計産業機
械関連

測定器
関連

電子部品
販売関連 計

当期償却額 ④ ⑤  ―
当期末残高 ⑥ ―

（注）「その他」の金額は、××事業に係るものであります。

④～⑥の合計金額　　　　　　　　　　円

当連結会計年度（自　20X3 年 4 月 1 日　至　20X4 年 3 月 31 日）
（単位：円）

報告セグメント
その他
（注）

調整額 連結財務諸
表計上額産業機

械関連
測定器
関連

電子部品
販売関連 計

負ののれん発生益 ⑦ ⑧  ⑨
（注）「その他」の金額は、××事業に係るものであります。

⑦～⑨の合計金額　　　　　　　　　　円
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Ⅰ  

有
価
証
券
報
告
書

＞＞＞解答・解説

　連結貸借対照表又は連結損益計算書において「固定資産の減損損失」、「のれん
の償却額及び未償却残高」、「負ののれん発生益」を計上している場合の、報告セ
グメントにおける注記の内容を問う問題である。用意された管理資料を使用し、
小問1 から小問3 を解くことで、具体的な注記の記載内容を理解してほしい。

小問1
解答：　①～③の合計金額　　　　　　　円（＝① 800 円＋② 0 円＋③ 210 円）
解説：　「〈資料 1〉報告セグメント一覧」と「〈資料 2〉単純合算表（一部抜粋）」

から、下記が判明する。

1,010

当連結会計年度（自　20X3 年 4 月 1 日　至　20X4 年 3 月 31 日）
（単位：円）

報告セグメント
その他
（注）

全社・消去 合計産業機
械関連

測定器
関連

電子部品
販売関連 計

減損損失 ― ① 800 ② ― 800 ③ 210  ― 1,010
（注）「その他」の金額は、不動産賃貸事業及びファイナンス事業に係るものであります。

報告セグメント 該当会社 減損損失の金額

産業機械関連 P社 ―

測定器関連 P社、S1社 800 円（＝ P：500 円＋ S1：300 円）

電子部品販売関連 S2社 ―

不動産賃貸（その他） S3社 200 円

ファイナンス（その他） S4社 10 円

　　　　これらの情報から注記を作成すると以下のようになる。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】
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Ⅰ  

有
価
証
券
報
告
書

　以下の資料に基づいて、有価証券報告書の【引当金明細表】に関する各小問に
答えなさい。なお、百万円未満の金額等、資料から判明しない事項について考慮
する必要はない。

〈資料 1〉引当金明細表

第34問
Ⅰ 有価証券報告書 難易度

★★★
普引当金明細表

〈資料 2〉20Ｘ2 年 3 月期貸倒引当金増減明細表（単位：百万円）

〈資料 3〉貸借対照表（一部抜粋）

区分 当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 （   ︶ （   ︶ （ a ） （   ︶ （   ︶

賞与引当金 （   ︶ （ b ︶ （   ︶ ― （   ︶

役員退職慰労引当金 （   ︶ ― （ c ） ― （   ︶

    

      

        

 

      

        

      

    

区分 当期首残 増加 減少
（目的使用）

減少
（目的外） 当期末残

一括引当 2 155 ― （   ︶ （   ︶

個別引当 （   ︶ 50 （   ︶ ― （   ︶

合計 （   ︶ （   ︶ （ a ） （   ︶ （   ︶

 

      

（単位：百万円）
前事業年度

（20Ｘ1年3月31日）
当事業年度

（20Ｘ2年3月31日）
資産の部
　流動資産
　　現金及び預金 19,820 21,492
　　受取手形 6,394 6,985
　　売掛金 16,410 17,922
　　貸倒引当金 △ 2 △ 155
　　流動資産合計 42,622 46,244
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小問1〈資料 1〉の引当金明細表における「貸倒引当金」の「当期減少額（目的
使用）」欄に記載すべき金額（　a　）を答えなさい。
　当期減　少額（目的使用）　　　　　　　百万円

小問2〈資料 1〉の引当金明細表における「賞与引当金」の「当期増加額」欄に
記載すべき金額（　b　）を答えなさい。
　当期増加額 　　　　　　　　　　　　　百万円

小問3〈資料 1〉の引当金明細表における「役員退職慰労引当金」の「当期減少
額（目的使用）」欄に記載すべき金額（　c　）を答えなさい。
　当期減少額（目的使用）　　　　　　　　百万円

投資その他の資産
　投資有価証券 8,916 12,395
　長期貸付金 2,236 1,417
　長期前払費用 754 564
　繰延税金資産 1,537 2,936
　貸倒引当金 △ 937 △ 118
　投資その他の資産合計 12,506 17,194

( 単位：百万円 )
前事業年度

（20Ｘ1年3月31日）
当事業年度

（20Ｘ2年3月31日）
負債の部
　流動負債
　　支払手形 13,887 14,216
　　買掛金 29,567 32,344
　　リース債務 906 1,103
　　賞与引当金 150 406
　　その他 490 563
　　流動負債合計 45,000 48,632

　固定負債
　　リース債務 2,718 3,309
　　退職給付引当金 6,988 7,864
　　役員退職慰労引当金 72 70
　　固定負債合計 9,778 11,243
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Ⅰ  

有
価
証
券
報
告
書

＞＞＞解答・解説

　本問は、附属明細表の 1 つである引当金明細表と財務諸表との関係を問う問
題である。引当金明細表に記載される「当期減少額（目的使用）」と「当期減少
額（その他）」の内容についても併せて確認してほしい。

小問1
解答：　当期減少額（目的使用）　　　　　　　百万円
解説：　〈資料 2〉 20Ｘ2 年 3 月期貸倒引当金増減明細（単位：百万円）を完成

させる。

ⅰ： 貸倒引当金の一括引当は洗い替えであり、目的使用による減少がな
いため、当期首残の一括引当残高を記載する。

　　　ⅰ＝2
ⅱ： 当期末残は、（当期首残）＋（増加）－（減少（目的使用））－（減少（目的

外））で求められる。
　　　ⅱ＝2＋155－0－2＝155
ⅲ：当期首残の合計（ⅵ）から当期首残（一括引当）を差し引く。
　　　ⅲ＝939－2＝937
ⅳ：個別引当の当期末残を当期首残と増加の合計から差し引いて求める。
　　　ⅳ＝937＋50－118＝869
　　　（　a　）＝ⅳ＝ 869
ⅴ： ⅱで求めた一括引当の当期末残をⅷで求めた当期末残（合計）から

差し引く。
　　　ⅴ＝273－155＝118
ⅵ： 前期の貸借対照表の流動資産と固定資産に計上されている貸倒引当

金の合計額を記載する。
　　　ⅵ＝2＋937＝939
ⅶ：一括引当と個別引当の増加の合計
　　　ⅶ＝155＋50＝205

 

  

区分 当期首残 増加 減少
（目的使用）

減少
（目的外） 当期末残

一括引当 2 155 ― ⅰ 2 ⅱ 155

個別引当 ⅲ 937 50 ⅳ 869 ― ⅴ 118

合計 ⅵ 939 ⅶ 205 （a） 869 ⅰ 2 ⅷ 273

  

  

  

  

  

  

      

869
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Ⅴ
会
社
法

　以下の資料に基づいて、剰余金の分配可能額に関する各小問に答えなさい。な
お、解答数値は百万円単位とし、絶対値で解答すること。また、百万円未満の金
額等、資料から判明しない事項について考慮する必要はない。

〈資料 1〉貸借対照表純資産の部

第45問
Ⅴ 会社法 難易度

★★★
普分配可能利益①

（単位：百万円）
前事業年度

（20X1年3月31日）
当事業年度

（20X2年3月31日）
　純資産の部

株主資本
　資本金 11,055 11,055
　資本剰余金
　　資本準備金 18,002 18,002
　　その他資本剰余金 11 13
　　資本剰余金合計 18,013 18,015
　利益剰余金
　　利益準備金 945 945
　　その他利益剰余金
　　　別途積立金 25,755 24,755
　　　繰越利益剰余金 1,083 6,030
　　利益剰余金合計 27,783 31,730
　自己株式 △ 1,817 △ 1,747
　株主資本合計 55,034 59,053
評価・換算差額等
　その他有価証券評価差額金 450 544
　繰延ヘッジ損益 2 3
　評価・換算差額等合計 452 547
新株予約権 263 255
純資産合計 55,749 59,855SA
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〈資料 2〉
① 　事業年度末日から剰余金の分配時点までに、自己株式のうち 100 百万円を

150 百万円で処分している。臨時計算書類は作成していない。
② 　事業年度末日から剰余金の分配時点までに、自己株式 100 百万円を消却し

ている。臨時計算書類は作成していない。

小問1 事業年度末日における剰余金の額を答えなさい。
　事業年度末日における剰余金の額　　　　　　　　百万円

小問2〈資料 2〉①の場合、分配時点における剰余金の額を答えなさい。
　分配時点における剰余金の額　　　　　　　　　　百万円

小問3〈資料 2〉②の場合、分配時点における剰余金の額を答えなさい。
　分配時点における剰余金の額　　　　　　　　　　百万円
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Ⅴ
会
社
法

＞＞＞解答・解説

　本問は、会社法における分配可能額の算定について問う問題である。分配可能
額を算定するには、以下の 4 ステップを踏むことになる。

ステップ 1：期末時点における剰余金の額を算定する。
ステップ 2： 決算日以降分配時点までの剰余金の増減を反映させ、分配時点の

剰余金の額を算定する。
ステップ 3： 分配時点の剰余金の額に評価・換算差額等に係る控除額を反映し、

そこから自己株式の帳簿価額及び期中の自己株式の処分価額等
を差し引いて分配可能額を算定する。

ステップ 4：のれん等への配当規制を考慮する。

　本問は、ステップ 1、ステップ 2 に関する問題である。

小問1
解答：　事業年度末日における剰余金の額　　　　　　　百万円
解説：　剰余金の額（その他資本剰余金の額＋その他利益剰余金の額）

　＝ 13百万円＋（24,755百万円＋6,030百万円）
　＝ 30,798百万円

小問2
解答：　分配時点における剰余金の額　　　　　　　百万円
解説：　分配時点の剰余金の額＝期末時点の剰余金の額±分配時点までの剰余金

の変動額（自己株式処分差益）
　自己株式処分差益＝ 150百万円－100百万円＝50百万円
　分配時点の剰余金の額：30,798百万円＋50百万円＝30,848百万円

小問3
解答：　分配時点における剰余金の額　　　　　　　百万円
解説：　分配時点の剰余金の額＝期末時点の剰余金の額±分配時点までの剰余金

の変動額（自己株式消却額）
　分配時点の剰余金の額：30,798百万円－100百万円＝30,698百万円

30,798
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